
参加者の有無を確認する公募手続に係る参加意思確認書の提出を求める公示 

このことについて、次のとおり参加意思確認書の提出を招請します。 

令和７年１月８日 

                     県南広域振興局長 小島 純    

１ 趣旨 

本業務は、県が管理する道路・河川等の公共土木施設において、地域の実情に応じ一体的な維持

管理体制を確保する必要があることから、下記の応募要件を満たし、本業務の履行の参加者（以下

「応募者」という。）の有無を確認する目的で、当該業務への参加意思及び当該業務に必要な要件

を満たすことを確認する書類（以下「参加意思確認書（様式第１号）」という。）の提出を公募する

ものである。 

応募に当たっては、地域維持型共同企業体の取扱いに関する試行要領（平成25年１月11日建技第

594号。以下「共同企業体試行要領」という。）に定める地域維持型共同企業体（以下「共同企業体」

という。）によるものとする。 

応募の結果、応募者がいない場合又は３の応募要件を満たすと認められる者（以下「応募要件を

満たす者」という。）がいない場合にあっては、広域振興局土木部等の長が別途選定する者との随

意契約手続に移行する。 

応募要件を満たす者が２者以上いる場合にあっては、当該応募要件を満たす者を指名の上競争入

札に移行する。 

応募要件を満たす者が１者の場合にあっては、当該応募要件を満たす者を契約予定人として決定

する。 

２ 業務概要 

 (1) 業務名  平泉地区ほか道路・河川等維持修繕業務委託 

(2) 業務内容 道路維持修繕27.6km、河川維持修繕19.5km、道路除排雪27.6km 

 (3)  履行期間 令和７年３月下旬から令和９年３月31日まで 

３ 応募要件 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。）第167条の４第１項及び第２項各号のいずれかの規

定に該当しない者であること（被補助人、被保佐人又は未成年者であって契約締結のために必要

な同意を得ているものを除く。）。 

 (2) 共同企業体の代表者（以下「代表者」という。）及び代表者以外の構成員は、次に掲げる建設業

法（昭和24年法律第100号。以下「法」という。）第３条第１項の規定による許可を受けているこ

と。 

 ア 代表者 

   土木工事業に関する特定建設業の許可を有していること。 

 イ 代表者以外の構成員 



    土木工事業又は舗装工事業に関する特定建設業又は一般建設業の許可を有していること。 

 (3) 法第27条の23第２項に規定する経営事項審査の有効期間を経過していないこと。 

(4) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立がなされている者又は民事

再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（更生手続又

は再生手続開始の決定後、入札参加資格の再認定を受けている場合を除く。）でないこと。 

 (5) 公募を行った日から契約日までの期間に、次のいずれかに該当していないこと。 

ア 岩手県から県営建設工事に係る指名停止等措置基準（平成７年２月９日制定。）に基づく指名

停止又は文書警告に伴う非指名を受けている者であること。 

イ 法第28条第３項又は第５項の規定により対象業務に対応する業種について本県を含む地域に

おいて営業の停止を命ぜられた者で、その処分の期間が経過していない者であること。 

ウ 一般委託契約に係る入札参加制限等措置基準（平成23年10月５日出第116号）に基づく入札参

加制限を受けている者であること。 

 (6) 提出された書類の記載事項に虚偽がないこと。 

(7) 役員等が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第77号）第２条第

２号に規定する暴力団、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有している者でないこと。 

(8) 代表者は、県営建設工事競争入札参加資格者名簿において、土木工事Ａ級に登録され、かつ庁

舎等管理業務の委託契約に係る競争入札参加者の資格及び指名に関する規程（昭和58年岩手県告

示第1327号）第６条に規定する名簿に清掃（道路・公園等）の資格者（以下「清掃」という。）

として登録されている者とし、代表者以外の構成員は、土木工事、舗装工事又は清掃の資格者と

して登録されている者とすること。 

また、全構成員のうち１者以上は、舗装工事に登録されている者とすること。 

(9) 代表者は、次に掲げる要件を満たすこと。 

 ア 当該業務委託箇所の存する広域振興局土木部等管内に主たる営業所（法第７条における経営

業務の管理責任者を置く営業所をいう。）を有する者とすること。 

イ 当該業務委託箇所の存する広域振興局土木部等管内において、過去５か年以内（公示日から

起算して５か年以内とする。以下同じ。）に元請（共同企業体の構成員として受注した場合を

含む。）として次に掲げるいずれかの業務又は工事の実績を有する者とすること。 

(ｱ)  岩手県が発注した岩手県が管理する道路若しくは河川に係る次のいずれかの維持修繕業

務又は維持修繕工事 

① 道路維持修繕業務（全面委託業務） 

 ② 河川・砂防維持修繕業務 

      ③ 路面損傷復旧業務（パッチング業務） 

④ 道路除排雪業務 

⑤ 道路維持修繕工事 

⑥ 河川・砂防維持修繕工事 

(ｲ)  国土交通省が発注した岩手県内の国土交通省が管理する道路若しくは河川の維持修繕業

務又は維持修繕工事（(ｱ)に掲げる業務若しくは工事に類似する業務又は工事） 

(ｳ)  岩手県内の市町村が発注した当該市町村が管理する道路の除排雪業務又は除排雪工事 

(10) 代表者以外の構成員は、次に掲げるいずれかの要件を満たすこと。 



ア 当該業務委託箇所の存する広域振興局土木部等管内に主たる営業所（法第７条における経営

業務の管理責任者を置く営業所をいう。）を有する者とすること。 

イ 当該業務委託箇所の存する広域振興局土木部等管内において、過去５か年以内（公示日から

起算して５か年以内とする。以下同じ。）に元請（共同企業体の構成員として受注した場合を

含む。）として次に掲げるいずれかの業務又は工事の実績を有する者とすること。 

(ｱ)  岩手県が発注した岩手県が管理する道路若しくは河川に係る次のいずれかの維持修繕業

務又は維持修繕工事 

     ① 道路維持修繕業務（全面委託業務） 

     ② 河川・砂防維持修繕業務 

      ③ 路面損傷復旧業務（パッチング業務） 

④ 道路除排雪業務 

⑤ 道路維持修繕工事 

⑥ 河川・砂防維持修繕工事 

(ｲ)  国土交通省が発注した岩手県内の国土交通省が管理する道路若しくは河川の維持修繕業

務又は維持修繕工事（(ｱ)に掲げる業務若しくは工事に類似する業務又は工事） 

 (ｳ)  岩手県内の市町村が発注した当該市町村が管理する道路の除排雪業務又は除排雪工事 

  (11) 本業務に配置する監理技術者及び主任技術者（以下「監理技術者等」という。）は、次に掲げ

るいずれかの基準を満たす者（応募者と参加意思確認書の提出期限の日以前に３月以上の直接的

かつ恒常的な雇用関係にある者に限る。）を配置できることとし、代表者が監理技術者、代表者

以外の構成員が主任技術者を配置するものとする。 

ただし、監理技術者等は専任であることを要しないものとすること。 

ア 監理技術者 

①  一級土木施工管理技士、一級建設機械施工技士、技術士（技術部門（建設部門））又は 

技術士（総合技術監理部門（建設部門））の資格を有すること。 

②  土木工事業に関する監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有すること。 

    イ 主任技術者 

一級又は二級土木施工管理技士、一級又は二級建設機械施工技士、技術士（技術部門（建 

設部門））又は技術士（総合技術監理部門（建設部門））の資格を有すること。

 (12) 全構成員のうち１者以上は、道路・河川等維持修繕業務委託特記仕様書で指定する運転員及び

除雪機械等を配置できる者とすること。 

４ 手続等 

 (1)  担当 

     〒021-8503 岩手県一関市竹山町７番５号 

県南広域振興局土木部一関土木センター道路河川環境課 

     電 話 0191-34-4654 

     ＦＡＸ 0191-26-1425 

 (2)  業務説明書の交付期間、場所及び方法 

     令和７年１月８日（水）から令和７年１月23日（木）まで 

岩手県のホームページから説明書の電子データをダウンロードすること。 



 (3)  参加意思確認書の提出期限、場所及び方法 

     令和７年１月23日（木）17時00分 （1）に同じ。持参、郵送（書留郵便に限る。）すること。 

５ その他 

 (1)  関連情報を入手するための照会窓口 ４（1）に同じ。 

 (2)  詳細は業務説明書による。 


